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 県は，県民の皆さんに，最近の財政状況を通して県政の動きをお知らせし，
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税負担の状況，県債・一時借入金の状況及び県有財産の状況についてお知らせ

するものです。 
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Ⅰ 平成２９年度決算の概要 

１ 一般会計 

(1) 総括 

平成29年度は，東日本大震災からの復旧・復興事業や，関東・東北豪雨からの復旧事業に取り組

むとともに，少子化対策，将来を担う人材の育成，産業の活性化など本県の重要な課題に対応するた

めの事業に取り組みました。 

なお，平成29年度の決算額は，歳入では保育対策総合支援事業費国庫補助金の減等，歳出では中

小企業融資資金貸付金の減等により，歳入歳出ともに前年度を下回る規模となっております。（歳出

決算額のうち東日本大震災関連事業は731億円で208億円の減となっております。） 

 

地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率は，いずれの比率も早期健全化基準未満となっ

ております。このうち，将来負担比率については，通常県債残高の減等により，213.3％（見込み）

と前年度に比べ7.7ポイント減少したところです。 

 

将来負担比率など財政状況を示す指標は改善の傾向にありますが，社会保障関係費の増加や公共施

設等の老朽化への対応などにより，本県財政は今後も厳しい状況が続いていくことが見込まれます。 

このため，今後の財政運営に当たっては，東日本大震災や関東・東北豪雨からの復旧・復興を着実

に進める一方で，引き続き，歳出改革・歳入確保の取組を進め，持続可能で健全な財政構造の確立に

努める必要があります。 

 

【ポイント】 

◆平成２９年度一般会計の決算状況 

○決算規模 

  ・歳 入：１兆１，１３４億円（△３１７億円，△２．８％） 

    保育対策総合支援事業費国庫補助金の減による国庫支出金の減，中小企業融資資金貸付金償還金の減による諸収入の減  

・歳 出：１兆８８９億円（△３３４億円，△３．０％） 

 中小企業融資資金貸付金の減，公共施設長寿命化等推進基金積立金の減 

    ※東日本大震災関連事業(731 億円)を除く歳出決算額は１兆 158 億円(△１26 億円，△1.2％) 
 
○実質収支：６６億円（△３億円）  

    Ｈ24：75 億円，Ｈ25：37 億円，Ｈ26：49 億円，Ｈ27：76 億円，Ｈ28：69 億円 
 
○県債現在高：２兆１，３９３億円 （△１０１億円，△０．５％） 

    通常県債残高は減少（△３６２億円，△２．９％） 

特例的県債残高は増加（＋２６１億円，＋２．８％） 
＊「通常県債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など県の政策判断により発行をコントロールできる県債 

＊「特例的県債」：地方の財源不足を補うために，国の制度に基づき発行する特例的な県債（臨時財政対策債や，減収補塡債など） 

 

◇地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率 
    いずれも早期健全化基準に該当しない                    

○実質赤字比率,連結実質赤字比率：該当なし（H28：該当なし） 

○実 質 公 債 費 比 率：  10.2%（△0.8%） （H28： 11.0%， 38 位，全国平均：  11.9%）   

○将 来 負 担 比 率： 213.3%（△7.7%）  （H28：221.0%， 12 位，全国平均：173.4%）  
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(2) 平成２９年度一般会計決算概要 

ア 決算収支 

平成29年度一般会計の決算額は，歳入総額1兆1,133億76百万円，歳出総額1兆889億32百万円で，

前年度と比較すると，歳入においては316億85百万円，2.8％の減，歳出においては333億94百万円，3.0％

の減となっています。 
 

この結果，歳入歳出差引（形式収支）は，244億44百万円となりましたが，このうち平成30年度への繰越事

業の財源として178億91百万円を充当しましたので，平成29年度の収入と支出の実質的な差額である実質

収支は，65億53百万円の黒字となりました。 

 

 

＜平成２９年度一般会計決算収支＞ 

（単位：百万円） 

区                   分 平成２９年度 平成２８年度 増減額 増減率(%) 

歳 入 総 額  ( A ) 1,113,376 1,145,061 △31,685 △2.8% 

歳 出 総 額  ( B ) 1,088,932 1,122,326 △33,394 △3.0% 

歳入歳出差引  ( C ) = ( A ) - ( B ) 

（形式収支） 
24,444 22,735 1,709 7.5% 

翌年度に繰り越すべき財源（Ｄ） 17,891 15,834 2,057 13.0% 

実 質 収 支  ( E ) = ( C ) - ( D ) 6,553 6,901 △348  

＊ 実質収支＝歳入歳出差引－翌年度に繰り越すべき財源 
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イ 歳入決算 
平成29年度の歳入決算額は，1兆1,133億76百万円で，前年度に比べ2.8％の減となっています。 

   歳入の主なものについては，以下のとおりです。 

①県税は，個人県民税，法人事業税の増等により，99億51百万円，2.7％増の3,779億68百万円 

②地方交付税は，普通交付税の減等により，58億10百万円，2.9％減の1,933億77百万円 

③国庫支出金は，保育対策総合支援事業費国庫補助金の減等により，62億65百万円，4.6％減の1,299

億71百万円 

④繰入金は，雇用創出等基金からの繰入の減等により，23億15百万円，19.7％減の94億25百万円 

⑤繰越金は，平成28年度決算剰余金の減により，76億7百万円，25.1％減の227億35百万円 

⑥諸収入は，中小企業融資資金貸付金に係る償還金の減等により，234億56百万円，21.3％減の869億 

3百万円 

⑦県債は，災害復旧事業債の減等により，19億7百万円，1.6％減の1,181億66百万円 

 

これらの結果，自主財源（県税，分担金，使用料など，県が自主的に収入しうる財源）は6,248億66百万円

で，前年度に比べ191億92百万円，3.0％減少し，その構成比は歳入全体の56.1％となります。これに対し，

依存財源（国庫支出金，地方交付税，県債など，国から定められた額を交付されたり，割り当てられたりする

収入）は4,885億10百万円で，前年度に比べ124億93百万円，2.5％減少し，その構成比は歳入全体の

43.9％になります。 

 

＜平成２９年度一般会計歳入決算状況＞       表中「※」印は，自主財源 
         （単位：百万円） 

区           分 
平 成 ２ ９ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

平 成 ２ ８ 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

県 税 ※ 377,968（  34.0%） 368,017（  32.1%） 9,951 2.7% 

地 方 消 費 税 清 算 金 ※ 97,083（   8.7%） 91,403（   8.0%） 5,680 6.2% 

地 方 譲 与 税  44,991（   4.0%） 43,570（   3.8%） 1,421 3.3% 

地 方 特 例 交 付 金  1,206（   0.1%） 1,091（   0.1%） 115 10.5% 

地 方 交 付 税  193,377（  17.4%） 199,187（  17.4%） △5,810 △2.9% 

 
 
 
 

普 通 交 付 税 
特 別 交 付 税  
震災復興特別交付税 

 

 

 

171,789（  15.4%） 

2,272（   0.2%） 

19,316（   1.8%） 

177,531（  15.5%） 

2,332（  0.2%） 

19,324（  1.7%） 

△5,742 

△60 

△8 

△3.2% 

△2.6% 

0.0% 

交通安全対策特別交付金  799（   0.1%） 846（   0.1%） △47 △5.6% 

分 担 金 及 び負 担 金 ※ 9,279（   0.8%） 9,304（   0.8%） △25 △0.3% 

使 用 料 及 び手 数 料 ※ 17,633（   1.6%） 17,728（   1.5%） △95 △0.5% 

国 庫 支 出 金  129,971（  11.7%） 136,236（  11.9%） △6,265 △4.6% 

財 産 収 入 ※ 3,339（   0.3%） 4,684（   0.4%） △1,345 △28.7% 

寄 附 金 ※ 501（   0.1%） 481（   0.1%） 20 4.2% 

繰 入 金 ※ 9,425（   0.8%） 11,740（   1.0%） △2,315 △19.7% 

繰 越 金 ※ 22,735（   2.0%） 30,342（   2.7%） △7,607 △25.1% 

諸 収 入 ※ 86,903（   7.8%） 110,359（   9.6%） △23,456 △21.3% 

県   債  118,166（  10.6%） 120,073（  10.5%） △1,907 △1.6% 

計 1,113,376（ 100.0%） 1,145,061（ 100.0%） △31,685 △2.8% 
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ウ 歳出決算 

平成29年度の歳出決算額は，1兆889億32百万円で，前年度に比べ3.0％の減となっています。 

歳出の概要の款別（経費の目的・機能ごと）及び性質別（経費の性質・使途ごと）の主なものは，以下のとお

りです。 

(ｱ) 歳出決算の款別（目的別）内訳 

歳出決算を款別（目的別）に分類してみると，最も構成比が高いのは教育費で25.3％，次いで保健福祉費

17.7％，公債費13.3％，諸支出金11.3％となっています。 

主なものは，以下のとおりです。 

 

①総務費は，公共施設長寿命化等推進基金積立金の減等により，80億23百万円，17.0％減の391億17

百万円 

②生活環境費は，防災情報ネットワークシステム再整備事業費の減等により，41億73百万円，34.6％減の

78億86百万円 

③保健福祉費は，医療提供体制確保基金積立金の減等により，22億49百万円，1.2％減の 

1,922億48百万円 

④農林水産業費は，農協経営刷新融資事業費の減等により，75億6百万円，16.1％減の391億13百万円 

⑤商工費は，中小企業融資資金貸付金の減等により，89億84百万円，11.3％減の701億76百万円 

⑥土木費は，地方道路整備費（震災分）の減等により，84億83百万円，6.9％減の1,143億円 

⑦警察費は，警察施設再編整備費の減等により，29億79百万円，4.8％減の590億47百万円 

⑧教育費は，特別支援学校整備費の増等により，53億45百万円，2.0％増の2,760億75百万円 

 

＜平成２９年度一般会計款別（目的別）歳出決算状況＞ 

（単位：百万円） 

区           分 
平 成 ２ ９ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

平 成 ２ ８ 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

議 会 費 1,686（  0.2%） 1,545（  0.1%） 141 9.1% 

総 務 費 39,117（  3.6%） 47,140（  4.2%） △8,023 △17.0% 

企 画 開 発 費 18,222（  1.7%） 15,320（  1.4%） 2,902 18.9% 

生 活 環 境 費 7,886（  0.7%） 12,059（  1.1%） △4,173 △34.6% 

保 健 福 祉 費 192,248（ 17.7%） 194,497（ 17.3%） △2,249 △1.2% 

労 働 費 2,141（  0.2%） 3,264（  0.3%） △1,123 △34.4% 

農 林 水 産 業 費 39,113（  3.6%） 46,619（  4.2%） △7,506 △16.1% 

商 工 費 70,176（  6.4%） 79,160（  7.1%） △8,984 △11.3% 

土 木 費 114,300（ 10.5%） 122,783（ 10.9%） △8,483 △6.9% 

警 察 費 59,047（  5.4%） 62,026（  5.5%） △2,979 △4.8% 

教 育 費 276,075（ 25.3%） 270,730（ 24.1%） 5,345 2.0% 

災 害 復 旧 費 1,203（  0.1%） 5,540（  0.5%） △4,337 △78.3% 

公 債 費 144,859（ 13.3%） 143,552（ 12.8%） 1,307 0.9% 

諸 支 出 金 122,859（ 11.3%） 118,091（ 10.5%） 4,768 4.0% 

計 1,088,932（100.0%） 1,122,326（100.0%） △33,394 △3.0% 
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(ｲ) 歳出決算の性質別内訳 

歳出は，性質別に「義務的経費」，「投資的経費」及び「その他の経費」に大きく分けることができます。 
義務的経費は，人件費，扶助費及び公債費の合計であり，平成29年度決算額は4,883億88百万円で，歳

出総額の44.9％を占めています。投資的経費は，普通建設事業費及び災害復旧事業費などからなり，補助

事業，単独事業及び直轄事業負担金に分けられ，その合計は，1,457億円で，13.4％を占めています。その他

の経費は，4,548億44百万円，41.7％を占めています。 

主なものは，以下のとおりです。 

 

①義務的経費のうち人件費は，給与改定による増等により，29億52百万円，0.9％増の3,203億41百万

円，  

公債費は，将来の償還に備えるための公債管理特別会計への繰出金の増等により，12億50百万円，

0.9％増の1,444億69百万円 
 

②投資的経費は，地方道路整備費（震災分）の減等による補助事業費の減，防災情報ネットワークシステ

ム再整備事業費の減による単独事業費の減等により，補助・単独・直轄合計で147億89百万円，9.2％減

の1,457億円 
 

③その他の経費のうち，出資・貸付金は，中小企業融資資金貸付金の減等により，234億91百万円，

28.8％減の581億77百万円， 

積立金は，公共施設長寿命化等推進基金積立金の減等により，165億6百万円，57.7％減の120億80

百万円 

 

＜平成２９年度一般会計性質別歳出決算状況＞ 

 （単位：百万円） 

   区         分 

平 成 ２ ９ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

平 成 ２ ８ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

増減額 

(C)=(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 

義 務 的 経 費 488,388（ 44.9%） 483,554（ 43.1%） 4,834 1.0% 

 

  人 件 費 320,341（ 29.4%） 317,389（ 28.3%） 2,952 0.9% 

  扶 助 費 23,578（  2.2%） 22,946（  2.0%） 632 2.7% 

  公 債 費 144,469（ 13.3%） 143,219（ 12.8%） 1,250 0.9% 

投 資 的 経 費 145,700（ 13.4%） 160,489（ 14.3%） △14,789 △9.2% 

  補 助 事 業 費 86,657（  8.0%） 94,458（  8.4%） △7,801 △8.3% 

 

 単 独 事 業 費 39,316（  3.6%） 40,331（  3.6%） △1,015 △2.5% 

 直轄事業負担金 19,727（  1.8%） 25,700（  2.3%） △5,973 △23.2% 

そ の 他 の 経 費 454,844（ 41.7%） 478,283（ 42.6%） △23,439 △4.9% 

 

  物 件 費 39,730（  3.6%） 38,536（  3.4%） 1,194 3.1% 

 出 資 ・ 貸 付 金 58,177（  5.3%） 81,668（  7.3%） △23,491 △28.8% 

 補助負担交付金 321,244（ 29.5%） 316,770（ 28.2%） 4,474 1.4% 

 積 立 金 12,080（  1.1%） 28,586（  2.6%） △16,506 △57.7% 

 維 持 補 修 費 8,375（  0.8%） 7,789（  0.7%） 586 7.5% 

 繰 出 金 15,238（  1.4%） 4,934（  0.4%） 10,304 208.8% 

計 1,088,932（100.0%） 1,122,326（100.0%） △33,394 △3.0% 
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エ 県債現在高 

県債現在高は，特例的県債残高が260億99百万円，2.8％増加したものの，通常県債残高が361億64百

万円，2.9％減少したことにより，100億65百万円，0.5％減少しました。 

持続可能で健全な財政構造を確立するため，今後も，公共投資の重点化・効率化などを図ることにより，県

債の新規発行額を適切にコントロールし，県債残高（国の地方財政対策による特例的県債を除く）の縮減に取

り組んでいきます。 

（単位：百万円） 

区          分 平成29年度 平成28年度 増減額 増減率 

県 債 現 在 高 2,139,267 2,149,332 △10,065 △0.5% 

 通常県債現在高 1,194,924 1,231,088 △36,164 △2.9% 

特例的県債現在高 944,343 918,244 26,099 2.8% 

＊ 「通常県債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など県の政策判断により発行をコントロールできる県債 

＊ 「特例的県債」：地方の財源不足を補うために，国の制度に基づき発行する特例的な県債（臨時財政対策債や，減収補塡債など） 
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 ２ 特 別 会 計 

特別会計は，特定の事業を行う場合その他特定の収入をもって特定の歳出に充てる場合で，一般会計と区別して経

理する必要があるものについて設置しています。 

会計別の平成 29 年度決算の状況は，次表のとおりです。 

 

＜平成 29 年度特別会計決算状況＞ 
（単位：百万円） 

会 計 名 予  算  額 
歳入決算額 

(A) 

歳出決算額 

(B) 

歳入歳出 

差 引 額 

(A)－(B) 

平成 28 年度 

歳出決算額 

(C) 

伸 率 

((B)／(C)) 

         ％ 

競 輪 事 業 11,539 11,615 11,091 524 15,817 70.1 

公 債 管 理 176,888 176,888 176,888 － 147,029 120.3 

市町村振興資金 2,027 2,027 1,216 811 1,108 109.7 

鹿 島 臨 海 工 業 

地 帯 造 成 事 業 
3,758 4,645 2,339 2,306 2,182 107.2 

母子・父子・寡婦 

福 祉 資 金 
232 240 141 99 111 127.0 

県 立 医 療 大 学 

付 属 病 院 
2,740 2,757 2,709 48 2,568 105.5 

中小企業事業資金 1,323 1,336 794 542 1,679 47.3 

農 業 改 良 資 金 319 320 58 262 57 101.8 

林業・木材産業 

改 善 資 金 
233 233 0 233 0 100.0 

沿岸漁業改善資金 261 261 5 256 27 18.5 

公共用地先行取得

事 業 
－ － － － － － 

港 湾 事 業 45,945 40,012 39,585 427 33,697 117.5 

都 市 計 画 事 業 

土地区画整理事業 
36,646 37,571 34,481 3,090 41,239 83.6 

計 281,911 277,905 269,307 8,598 245,514 109.7 
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 ３ 企 業 会 計 

  地方公営企業法を適用し，いわゆる企業会計方式により県が経営している事業は，病院事業，水道事業，工業用水道事

業，地域振興事業，鹿島臨海都市計画下水道事業，流域下水道事業の 6事業です。企業会計には経常的な経営活動を示す

もの（収益的収支及び支出）及び建設改良事業等の資本的な収支を示すもの（資本的収入及び支出）があります。 

  企業会計の平成 29 年度決算の状況は，次表のとおりです。 

 

＜平成 29 年度企業会計決算状況＞ 

（単位：百万円，%） 

会  計  名 科   目 

平成 28 年度 

決 算 額 

(A) 

平成 29 年度 

決 算 額 

(B) 

伸  率 

((B)／(A)) 

病 院 事 業 

収 益 的 支 出 22,755 22,996 101.1 

資 本 的 支 出 3,288 4,719 143.5 

計 26,043 27,715 106.4 

水 道 事 業 

収 益 的 支 出 15,308 15,894 103.8 

資 本 的 支 出 10,199 10,475 102.7 

計 25,507 26,369 103.4 

工 業 用 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 9,986 10,000 101.1 

資 本 的 支 出 8,349 9,592 114.9 

計 18,335 19,592 106.9 

地 域 振 興 事 業 

収 益 的 支 出 6,358 3,881 61.0 

資 本 的 支 出 5,616 5,089 90.6 

計 11,974 8,970 74.9 

鹿 島 臨 海 都 市 計 画 

下 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 3,097 3,244 104.7 

資 本 的 支 出 837 832 99.4 

計 3,934 4,076 103.6 

流 域 下 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 16,485 16,689 101.0 

資 本 的 支 出 6,547 6,160 94.1 

計 23,032 22,849 99.2 

計 

収 益 的 支 出 73,989 72,704 98.3 

資 本 的 支 出 34,836 36,867 105.8 

計 108,825 109,571 100.7 
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  ４ 健全化判断比率及び資金不足比率 

(1) 健全化判断比率 

前年度に引き続き，４指標すべてにおいて早期健全化判断基準未満となっております。 

①実質赤字比率及び連結実質赤字比率は，実質収支が赤字であった会計がないため，該当なしの見込 

みです。 

②実質公債費比率は，前年度から0.8ポイント減の10.2％となる見込みです。 

③将来負担比率は，通常県債残高の減等により，前年度に比べ7.7ポイント減少し，213.3％となる見込み

です。 

 

（  ）：全国順位 

区              分 平成２９年度＊ 平成２８年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 － － 3.75% 5% 

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 8.75% 15% 

実 質 公 債 費 比 率 10.2% 11.0% (38位) 25% 35% 

将 来 負 担 比 率 213.3% 221.0% (12位) 400%  

 

（財政指標の年度別推移） ※全国平均は加重平均 

実質公債費比率                                                         （単位：％） 
区   分 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９＊ 

茨   城 14.4  14.5  14.2  14.2  14.1  13.9  13.3  12.1  11.0  10.2  

全国平均 12.8  13.0  13.5  13.9  13.7  13.5  13.1  12.7  11.9  (未公表) 

将来負担比率                                                           （単位：％） 
区   分 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ H２５ H２６ H２７ H２８ Ｈ２９＊ 

茨   城 288.7  295.9  280.3  276.2  263.3  250.1  237.1  224.9  221.0  213.3  

全国平均 219.3  229.2  220.8  217.5  210.5  200.7  187.0  175.6  173.4  (未公表) 

 

(2) 資金不足比率 

前年度に引き続き，対象となる８つの公営企業会計すべてで資金不足は生じておりません。 

 

区              分 平成２９年度＊ 平成２８年度 経営健全化基準 財政再生基準 

資 金 不 足 比 率 － － 20%  

※対象となる公営企業会計 

      水道事業会計，工業用水道事業会計，病院事業会計，鹿島臨海都市計画下水道事業会計，地域振興事

業会計，流域下水道事業会計，港湾事業特別会計，都市計画事業土地区画整理事業特別会計 

 

実質赤字比率 ：一般会計等に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 
 
連結実質赤字比率：全会計に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 
 
実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 

［過去３年間の平均］ 
 
将来負担比率 ：公営企業，出資法人等を含めた，一般会計等が将来負担すべき実質的負債の標準財政規

模に対する比率（ストック指標） 
 
資金不足比率 ：公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率(フロー指標) 
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Ⅱ 平成３０年度９月補正予算の概要 

 

 

１ 基本的な考え方 

 

 ・ 今回の補正予算は、①県民の安心安全を守るための県有施設におけるブロック塀の安全

対策や県立高校へのエアコン設置、②本県の特性を活かした産業の育成・強化等の地方創

生を進める取組み、③本県の発展を下支えする社会資本整備など、早急な取組みが求めら

れる政策課題に速やかに対応するために必要な事業を計上した。 

 

 ・ 今回の補正予算の財源は、国庫支出金や県債等を活用するとともに、震災復興特別交付

税を充当し、そのほか、所要の一般財源については、繰越金（６２７百万円）を活用した。 

 

 

２ 補正予算の規模                                                 

 

 ・ 一般会計   １３２億８２百万円  (補正後  １兆１，２４９億７０百万円) 

 ・ 特別会計        １６百万円  (補正後    ６，１７６億７９百万円) 

 ・ 企業会計      １億 ４百万円  (補正後    １，０８３億７１百万円) 

    合計    １３４億 ２百万円  (補正後  １兆８，５１０億２０百万円) 

 

    ※９（１０）月補正後一般会計予算の前年度予算に対する伸び率 ＋０．５％ 

 

 

  ○予算の比較（一般会計）                                   （百万円、％） 

区分 Ｈ２９ Ｈ３０ 前年度比 

当初予算 １，１１１，９６６  １，１１１，６８８  ▲０．０  

９月専決後 １，１１３，３００  １，１１１，６８８  ▲０．１  

９（10）月補正 ５，８２６  １３，２８２  １２８．０  

補正後計 １，１１９，１２６  １，１２４，９７０  ０．５  
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（百万円）３ 主な事業

（１）県有施設におけるブロック塀の安全対策 【全会計１，６４４】１，６２０

新 県立学校ブロック塀緊急安全対策事業 １，２７１

（大阪府北部地震を踏まえた県立学校におけるブロック塀の撤去・改修、一部県産木材を活用）

・事業箇所：県立高校６３箇所、特別支援学校６箇所

※県産木材化には森林湖沼環境税を活用

新 県有施設ブロック塀緊急安全対策事業 ２０２

（大阪府北部地震を踏まえた学校・警察施設以外の県有施設におけるブロック塀の撤去・一部改修）

・事業箇所：児童相談所、保健所、県営住宅等３２箇所

新 警察施設ブロック塀緊急安全対策事業 １４７

（大阪府北部地震を踏まえた警察施設におけるブロック塀の撤去・一部改修）

・事業箇所：警察署、交番、駐在所等４５箇所

※このほか，病院事業会計（こころの医療センター）分２４百万円あり

（２）県立高校へのエアコン設置

新 高等学校空調設備緊急整備事業 １，０８２

（県立高校における普通教室への空調設備整備）

・事 業 箇 所：空調設備未整備の県立高校２５校の全普通教室（３６８室）

・稼 働 時 期：２０１９年夏季

・既 設 置 校：現在ＰＴＡ等で設置済みの学校については、来年度以降県で引取り

・保護者負担：年額２，４００円（維持管理費相当額）

（３）地方創生・地域産業創生の推進

新 古民家を活用した茨城ブランド力向上事業 ６

（地域振興拠点としての県内古民家の活用に関する調査・検討）

○古民家活用実態調査

・県内古民家の現況調査、市町村の活用状況・意向調査、古民家改修モデルケース

候補地の調査等

○古民家活用方策の検討

・自治体・金融機関・大学・民間企業等による合同研究会を立ち上げ、活用方法を

含めた古民家改修モデルケースの検討・設定
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新 いばらき宇宙ビジネス創造拠点事業 ７６

（宇宙ベンチャーの創出や県内企業の宇宙ビジネス参入への支援等）

○宇宙ベンチャー活性化の「場」づくり

・シンポジウムや衛星データの利用講習会、ベンチャーと投資家とのマッチング等

のコミュニティづくり

○宇宙産業の集積に向けた支援

・補助メニュー：試験設備利用料補助 （補助率２／３ 上限 80万円）

販路開拓補助 （補助率２／３ 上限400万円）

ソフトウェア開発補助（補助率２／３ 上限400万円）

○産業技術イノベーションセンターへの設備整備

・衛星等に搭載する電子機器開発に用いる小型試験設備（耐ノイズ評価装置、通信

環境評価装置等）の整備

○宇宙ビジネス創造プラットフォーム設置

・コーディネーターの配置

・県内企業の技術シーズの目利き・掘り起こしを通じた宇宙ビジネスへの参入促進、

ＪＡＸＡ等が有する設備・データ等のワンストップ利用化等

新 水産試験場内水面支場研究機能強化事業 ３１４

（チョウザメ養殖などの新たな研究ニーズ等に対応するための施設整備）

・整 備 内 容 ：魚病検査や分子生物学的解析の専用区域を有する研究棟及び多様な

飼育試験に対応できる魚類飼育実験棟の整備

・スケジュール：平成３０年度：基本・実施設計等

平成３１年度：本体工事

新 地方創生拠点整備基金積立金 ４０１

（国から一括で交付される地方創生拠点整備交付金に係る事業を実施するための基金造成）

○基金積立額の内訳：平成３０～３１年度分の地方創生拠点整備交付金（１／２）

・水産試験場内水面支場研究機能強化事業分：４０１百万円

新 量子科学による革新的産業創生・専門人材育成事業 ４０４

（産学官連携による「量子科学」を基盤とする先端医療装置などの産業創生・人材育成）

○革新的産業創生

・医療用機器産業（先端量子線がん治療装置）

世界最小・最高精度・低コストを実現する普及型陽子線治療装置等の開発・商用化

・自動車関連産業（次世代自動車）

次世代自動車向け革新的基幹部品（モーター・サスペンション等）の開発・製品化

・農業（量子線育種／花き等）

量子線を活用した品種改良技術の確立、付加価値の高い花き等の商品化

○専門人材育成

・茨城大学・筑波大学における世界トップレベル研究者の招へい

・企業・研究機関の第一線研究者による実践的講義・実習等の実施

（４）社会資本の整備

① 国補公共事業（直轄事業負担金、補助事業） 【全会計７，１４０】７，０６０

・ 地方道路整備事業 ４，８１３

（茨城空港と常磐道を結ぶ（仮称）石岡小美玉スマートＩＣアクセス道路等の整備）

・事業箇所：道路改良２４箇所、橋梁補修３箇所
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・ 治水直轄事業負担金 ７９１

（河川激甚災害対策特別緊急事業を活用した鬼怒川の集中的な改修等の整備）

・事業箇所：堤防整備・掘削等５箇所

※うち河川激甚災害対策特別緊急事業（関東・東北豪雨関連）１箇所

・ 土地改良事業 ５６１

（かんがい排水施設の更新）

・事業箇所：施設・設備更新４箇所

② 県単公共事業 １，８９１

・ 通学路等安全対策事業 ９４５

（通学路の歩道整備や交差点改良等の安全対策）

・事業箇所：歩道整備２５箇所、交差点改良３箇所ほか

・ 防災・減災対策事業 ３７１

（河川の護岸整備や道路の陥没防止対策等の実施）

・事業箇所：護岸整備・掘削等３箇所、路面空洞化防止対策１箇所ほか

・ 道路緊急修繕事業 ５７５

（県舗装維持修繕計画に基づく道路の緊急舗装修繕）

・事業箇所：舗装修繕５箇所

③ 道路工事基礎調査事業 ３８０

（緊急輸送道路のボトルネック解消に必要な整備計画策定等のための調査・設計）

・事業箇所：国道１２３号（仮称）御前山バイパスほか８箇所

（５）その他
新 Ｇ２０茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合準備事業 ４８

（来年開催のＧ２０茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合の開催に向けた準備経費）

・開 催 日：２０１９年６月８日（土 ・９日（日））

・開 催 場 所：つくば国際会議場

・参加予定国：Ｇ７、アルゼンチン、オーストラリア、ブラジルなどに招待国や国際

機関を合わせ約３０か国・地域を想定

・スケジュール

平成３０年度：開催準備（推進協議会設立、広報、大使館等視察対応等）

平成３１年度：大臣会合（レセプション、最先端科学技術等のＰＲ、海外パブリ

シティ等）

４ 債務負担行為
・ 来年度の公共工事の平準化を図るための債務負担行為の設定

（平成３１年度設定額 【全会計８０億円】７６億４５百万円）

13



５ 一般会計補正予算款別内訳（歳入）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

県 税 ３８４，４０９ － ３８４，４０９

地 方 消 費 税 清 算 金 １０１，２８４ － １０１，２８４

地 方 譲 与 税 ４９，０６８ － ４９，０６８

地 方 特 例 交 付 金 １，４０２ － １，４０２

地 方 交 付 税 １８４，８３９ １１６ １８４，９５５

交通安全対策特別交付金 ８２４ － ８２４

分 担 金 及 び 負 担 金 ７，９６１ ６５０ ８，６１１

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，４５３ － １７，４５３

国 庫 支 出 金 １２６，７５８ ３，８０３ １３０，５６１

財 産 収 入 ２，０８１ － ２，０８１

寄 附 金 １８６ － １８６

繰 入 金 １８，３４０ ２３５ １８，５７５

繰 越 金 ２，０００ ６２７ ２，６２７

諸 収 入 ９２，０３６ － ９２，０３６

県 債 １２３，０４７ ７，８５１ １３０，８９８

計 １，１１１，６８８ １３，２８２ １，１２４，９７０
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６ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

議 会 費 １，６９４ － １，６９４

総 務 費 ３８，４５８ ４４９ ３８，９０７

企 画 開 発 費 ２２，１７０ ４８６ ２２，６５６

生 活 環 境 費 ８，０５４ ２０２ ８，２５６

保 健 福 祉 費 ２００，３４８ － ２００，３４８

労 働 費 ２，８７０ － ２，８７０

農 林 水 産 業 費 ４２，３６８ １，０７１ ４３，４３９

商 工 費 ７３，６７１ － ７３，６７１

土 木 費 １１０，７８１ ８，３６４ １１９，１４５

警 察 費 ６１，９８５ １４７ ６２，１３２

教 育 費 ２７４，４３３ ２，３５３ ２７６，７８６

災 害 復 旧 費 ８１４ ２１０ １，０２４

公 債 費 １４６，１６５ － １４６，１６５

諸 支 出 金 １２７，５７７ － １２７，５７７

予 備 費 ３００ － ３００

計 １，１１１，６８８ １３，２８２ １，１２４，９７０
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７ 特別会計補正予算

（単位：百万円）

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
(Ａ) (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

競 輪 事 業 １７，２８１ － １７，２８１

公 債 管 理 ２５１，９８６ － ２５１，９８６

市 町 村 振 興 資 金 １，０８８ － １，０８８

鹿島臨海工業地帯造成事業 ４，５９２ － ４，５９２

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ２，９２０ － ２，９２０

国 民 健 康 保 険 ２７４，３０２ － ２７４，３０２

母子・父子・寡婦福祉資金 ２１２ － ２１２

中 小 企 業 事 業 資 金 ３，３３５ － ３，３３５

農 業 改 良 資 金 ７６ － ７６

林業・木材産業改善資金 １８２ － １８２

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２ － ７２

港 湾 事 業 ３４，０６４ １６ ３４，０８０

２７，５５３ － ２７，５５３都市計画事業土地区画整理事業

計 ６１７，６６３ １６ ６１７，６７９

８ 企業会計補正予算

（単位：百万円）

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
(Ａ) (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

病 院 事 業 ２７，８３３ ２４ ２７，８５７

水 道 事 業 ３１，１５９ － ３１，１５９

工 業 用 水 道 事 業 １９，６８９ － １９，６８９

地 域 振 興 事 業 ４９５ － ４９５

鹿島臨海都市計画下水道事業 ５，８２８ － ５，８２８

流 域 下 水 道 事 業 ２３，２６３ ８０ ２３，３４３

計 １０８，２６７ １０４ １０８，３７１
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Ⅲ 平成 30 年度予算上半期収入支出の状況について

１ 一 般 会 計 

一般会計の平成 30 年 9月 30 日現在の款別歳入予算の収入状況と款別歳出予算の支出状況は，次表のとおりです。 

 

＜平成 30 年度一般会計歳入予算額と収入状況＞ 

（平成 30 年 9月 30 日現在） 

款      別 予 算 現 額 収 入 済 額 収  入  割  合 

1 県 税 
千円 千円 ％ 

384,409,418  207,112,415  53.9  

2 地 方 消 費 税 清 算 金 101,284,246  58,872,361  58.1  

3 地 方 譲 与 税 49,068,000  13,001,572  26.5  

4 地 方 特 例 交 付 金 1,402,000  1,405,468  100.2  

5 地 方 交 付 税 184,955,101  140,198,964  75.8  

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 824,000  380,432  46.2  

7 分 担 金 及 び 負 担 金 9,028,132  1,078,106  11.9  

8 使 用 料 及 び 手 数 料 17,453,359  6,966,782  39.9  

9 国 庫 支 出 金 159,151,238  27,887,015  17.5  

10 財 産 収 入 2,080,549  1,162,573  55.9  

11 寄 附 金 186,010  24,768  13.3  

12 繰 入 金 18,849,777  321,972  1.7  

13 繰 越 金 20,517,703  24,444,638  119.1 

14 諸 収 入 95,029,904  13,455,261  14.2  

15 県 債 150,444,400  40,740,000  27.1  

合      計 1,194,683,837  537,052,327  45.0  
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＜平成 30 年度一般会計歳出予算額と支出状況＞ 

（平成 30 年 9月 30 日現在） 

款      別 予 算 現 額 支 出 済 額 支  出  割  合 

1 議 会 費 
千円 千円 ％ 

1,843,156  804,849  43.7  

2 総 務 費 39,267,255  15,755,846  40.1  

3 企 画 開 発 費 24,123,304  5,080,172  21.1  

4 生 活 環 境 費 9,943,213  1,846,259  18.6  

5 保 健 福 祉 費 202,491,800  70,154,441  34.6  

6 労 働 費 2,869,944  931,382  32.5  

7 農 林 水 産 業 費 51,274,949  12,717,773  24.8  

8 商 工 費 73,882,905  45,157,317  61.1  

9 土 木 費 173,514,229  28,512,731  16.4  

10 警 察 費 62,224,206  25,760,466  41.4  

11 教 育 費 277,909,076  112,046,283  40.3  

12 災 害 復 旧 費 1,374,962  118,741  8.6  

13 公 債 費 146,164,690  58,525,684  40.0  

14 諸 支 出 金 127,577,424  66,902,526 52.4  

15 予 備 費 222,724  －  －  

合      計 1,194,683,837  444,314,470  37.2  
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２ 特 別 会 計 
特別会計の平成 30 年 9 月 30 日現在の予算額及び収入支出の状況は，次表のとおりです。それぞれの会計の性質

及び内容により，その執行状況も異なりますが，県は，事業の性質に応じて効率的に執行するよう努めています。 

 

＜平成 30 年度特別会計予算額と収入支出の状況＞ 

（平成 30 年 9月 30 日現在） 

会  計  別 予 算 現 額 
執   行   状   況 

収 入 済 額 収入割合 支 出 済 額 支出割合 

競 輪 事 業 
千円 千円 ％ 千円 ％ 

17,280,700  6,781,219  39.2  6,304,088   36.5 

公 債 管 理 251,985,720 74,886,797 29.7 65,536,425 26.0  

市 町 村 振 興 資 金 1,171,700 826,803 70.6 － －  

鹿 島 臨 海 工 業 地 帯 造 成 事 業 5,032,360 3,086,181 61.3 927,894 18.4 

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 2,920,064 1,002,017 34.3 1,243,293 42.6 

国 民 健 康 保 険 274,301,980 126,159,444 46.0 106,833,137 38.9 

母 子 ・ 父 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 211,685 153,559 72.5 69,271 32.7 

中 小 企 業 事 業 資 金 3,335,116 875,956 26.3 534,614 16.0 

農 業 改 良 資 金 75,912 304,597 401.3 25,566 33.7 

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 182,378 234,046 128.3 － － 

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 71,524 267,967 374.7 22 0.0 

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 － － － － － 

港 湾 事 業 39,209,273 5,977,971 15.2 5,098,767 13.0 

都市計画事業土地区画整理事業 29,674,522 7,125,611 24.0 5,788,741 19.5 

合       計 625,452,934 227,682,168 36.4 192,361,818 30.8 
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Ⅳ 県民の県税負担の状況について

県の財政は，県民の皆さんの直接・間接の負担によって賄われています。なかでも県税は，財政執行上極めて重要な

歳入であり，常に適正公平な賦課徴収に努力しています。 

平成 29 年度の決算額は 3,779 億 6,808 万円となっており，その県民の皆さんの負担状況は次表のとおりです。 

 

＜県 民 の 県 税 負 担 状 況＞ 

区 分 

税 目 
平成 29 年度決算額 1 世帯当たり負担額 1 人当たり負担額 

 千円 円 円 

直 接 税 274,021,700 237,627 94,961 

 う ち 県 民 税 125,435,020 108,775 43,469 

 う ち 自 動 車 税 50,303,894 43,623 17,432 

間 接 税 103,946,381 90,141 36,022 

 う ち 地 方 消 費 税 65,326,538 56,650 22,639 

計 377,968,081 327,768 130,983 

(注)世帯数 1,153,158 世帯，人口 2,885,625 人（30.4.1 現在 統計課調べ） 

県民税には，森林湖沼環境税を含む。 

軽油引取税には，旧法による税を含む。 
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Ⅴ 県債及び一時借入金について 

１ 県 債 現 在 高 
県では，県民福祉増進のための各種建設事業や災害復旧事業について，県債を発行し，事業の推進を図っています。 

平成 30 年９月 30 日現在の県債現在高は，一般会計 2兆 1,820 億 9,186 万円，特別会計 2,108 億 6,186 万円です。 

 
＜県 債 現 在 高 表＞ 

（平成 30 年 9月 30 日現在） 

会  計  名 前期末現在高 

平成 30 年 4月 1 日から 

平成 30 年 9月 30 日まで 現 在 高 

借 入 額 償 還 額 

 千円 千円 千円 千円 

一 般 会 計 2,163,560,942 125,966,800 107,435,886 2,182,091,856 

特  別  会  計 216,084,696 － 5,222,841 210,861,855 

合 計 2,379,645,638 125,966,800 112,658,727 2,392,953,711 

  

２ 一 時 借 入 金 

一時借入金は，会計年度中に一時的に収支の不均衡を生じ，歳計現金が不足した場合に，その資金の不足を補うため

借り入れるものです。したがって，一時借入金は，その会計年度の歳入で返済することになります。 

平成 30 年度上半期の一時借入金状況は，次表のとおりです。 

 

＜一 時 借 入 金 状 況＞ 

 

 

借 入 先 
前 期 末借入金 

現 在 高 

今 期 借 入 金 今 期 償 還 金 

未 償 還 額 

月 金 額 月 金 額 

 千円  千円  千円 千円 

－ － 

4 － 4 － － 

5 － 5 － － 

6 － 6 － － 

7 － 7 － － 

8 － 8 － － 

9 － 9 － － 

合   計 － － － 

    

平成 30 年 4月 1日から 

平成 30 年 9月 30 日まで 

21



Ⅵ 県有財産の状況について 

１ 公有財産現在高 
公有財産は， 次のように分類できます。 

 

 

 

 

 

 

 

これらの財産は，行政運営を円滑に行うための基礎となるものであり，その取得，管理及び処分について，県は，条

例や規則に基づき，適切な執行に努めています。 

平成 30 年９月 30 日現在において，県が所有している公有財産の現在高及び平成 30 年度上半期における公有財産の

主な増減は，次表のとおりです。 

  

公有財産 

行政財産 

普通財産…… 行政財産以外の一切の財産で，県が一般私人と同じ立場で保有するもの 

公 用 財 産…… 

公共用財産…… 

県が事務又は事業を執行するため，自らが直接使用することを

目的とする財産（例えば庁舎，公舎，職員住宅） 

住民の共同利用に供することを目的とする財産 

（例えば学校，道路，図書館） 
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２ 基 金 の 状 況 

基金は，特定の目的のために財産を維持し，基金を積み立て，又は定期の資金を運用するため設置するものです。 

平成 30 年度上半期における積み立て及び取崩しの状況は，次表のとおりです。県は，それぞれの基金について，法

律又は条例に定められた特定の目的に応じ，確実かつ効率的な運用に努めています。 

 

＜基 金 の 状 況＞ 

    
 

基  金  名 前期末現在高 今    期 
差引現在高 

積 立 額 取 崩 額 
 千円  千円 千円 千円 

茨 城 県 財 政 調 整 基 金 19,164,063  1 17,602 19,146,462 

茨 城 県 災 害 救 助 基 金 1,742,401  － － 1,742,401 

茨 城 県 美 術 資 料 取 得 基 金  205,000  － － 205,000 

茨 城 県 県 債 管 理 基 金 93,851,472 28,697 － 93,880,169 

 一 般 会 計 分 47,203,385 － － 47,203,385 

 
特 別 会 計 分 ※ 
【 公 債 管 理 特 別 会 計 】 46,648,087 28,697 － 46,676,784 

茨 城 県 発 電 用 施 設 
周 辺 地 域 振 興 基 金  －  － － － 

茨 城 県 発 電 用 施 設 周 辺 地 域 
企 業 立 地 資 金 貸 付 基 金 298,322 15,561 － 313,883 

茨 城 県 環 境 保 全 基 金 147,974 － － 147,974 

茨 城 県 緑 化 基 金 61,508 657 － 62,165 

茨城県森林整備担い手対策基金 149,149 1,464 － 150,613 

茨 城 県 ふ る さ と 水 と 土 基 金 952,884 634 － 953,518 

特 別 電 源 所 在 県 
科 学 技 術 振 興 基 金  －  － － － 

茨 城 県 競 輪 事 業 基 金 
【 競 輪 事 業 特 別 会 計 】 1,530,616 － － 1,530,616 

茨 城 県 原 子 力 安 全 等 推 進 基 金 219,794 － － 219,794 

茨城県介護保険財政安定化基金 1,839,807 － － 1,839,807 

茨城県森林整備地域活動支援基金 7,125 － － 7,125 

茨 城 県 放 射 線 利 用 試 験 
研 究 施 設 等 整 備 基 金  －  － － － 

茨 城 県 有 害 廃 棄 物 等 撤 去 基 金 33,848 10,000 － 43,848 

茨城県後期高齢者医療財政安定化基金 3,534,997 － － 3,534,997 

平成 30 年 4 月 1 日から 

平成 30 年 9 月 30 日まで 
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茨 城 県 森 林 湖 沼 環 境 基 金 654,672 37,814 － 692,486 

茨 城 県 健 や か こ ど も 基 金 1,148,884 1,405 － 1,150,289 

茨 城 県 消 費 者 行 政 活 性 化 基 金 22,674 1 991 21,684 

茨城県地域自殺対策緊急強化基金 15,558 － 1,728 13,830 

茨 城 県 高 等 学 校 等 奨 学 基 金 195,314 56,173 20,000 231,487 

茨 城 県 東 日 本 大 震 災 復 興 基 金 2,481,899 144,392 － 2,626,291 

茨城県東日本大震災復興交付金基金 243,428 － － 243,428 

茨 城 県 農 地 集 積 総 合 支 援 基 金 801,074 112,308 － 913,382 

茨 城 県 国 民 体 育 大 会 ・ 障 害 者 
ス ポ ー ツ 大 会 開 催 基 金 8,108,392 － － 8,108,392 

茨 城 県 幡 谷 教 育 振 興 基 金 98,871 5 6,000 92,876 

茨城県地域医療介護総合確保基金 7,404,716 5,308 1,608,549 5,801,475 

茨城県公共施設長寿命化等推進基金 7,001,408 － － 7,001,408 

茨 城 県 文 化 振 興 基 金  3,000,000  － － 3,000,000 

茨 城 県 が ん 対 策 基 金 3,000,207 － － 3,000,207 

茨城県国民健康保険財政安定化基金 
【 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 】 6,423,034 － － 6,423,034 

茨 城 県 医 療 提 供 体 制 確 保 基 金 3,000,449 3 － 3,000,452 

茨 城 県 企 業 立 地 促 進 基 金 7,000,000 112 32,702 6,967,410 

茨 城 県 就 職 支 援 基 金 － 36,675 － 36,675 

合   計 174,339,540 451,210 1,687,572 173,103,178 

※ 満期一括償還県債の元金償還に充てるための積立て 
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